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報告第４号 

 

家屋の損壊に係る専決処分の報告について 

 

 家屋の損壊に係る損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。 

 

   令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 専 決 処 分 の 日   令和３年３月１日 

２ 損害賠償の相手方   ・・・・・・・・ 

             ・・・・・・・・ 

３ 損 害 賠 償 の 額   金２３４，６５９円 

４ 損害賠償の理由   令和２年７月８日から同年９月１５日までにかけて、旧大東

市立子ども発達支援センター跡地内において本市が実施した

整備工事に起因して、相手方の家屋を損傷させたので、これ

に対する損害を賠償するため。 
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報告第５号 

 

訴えの提起に係る専決処分の報告について 

 

 建物明渡等請求事件に係る訴えの提起について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。 

 

令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

１ 専決処分の日    令和３年２月２２日 

２ 事 件 名    大阪地方裁判所令和３年（ワ）第２６５７号 

            建物明渡等請求事件 

３ 訴えの相手方    ・・・・・・・・ 

            ・・・・・・・・ 

４ 訴訟物の価格    金１，８０８，５７０円 

５ 請 求 の 趣 旨    (1) 建物を明け渡せ。 

(2) ４０９，８００円及び令和３年１月１４日から同年３月 

３１日まで月額１６８，２００円の割合による金員、令和３

年４月１日から本件建物明渡済に至るまで月額１６５， 

８００円の割合による金員を支払え。 

            (3) 訴訟費用は、被告の負担とする。 

６ 訴 え の 理 由    長期にわたり市営住宅家賃を漫然と滞納したため。 
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報告第６号 

 

   令和２年度大東市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

 

令和２年度大東市一般会計繰越明許費繰越計算書について、地方自治法施行令（昭和 

２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により調製したので、同項の規定により次

のとおり報告する。 

 

   令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     
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令和２年度大東市一般会計

総 務 費 総 務 管 理 費 公 民 連 携 総 合 調 整 事 業 （ 戦 略 ） 9,974,000 9,974,000

総 務 費 総 務 管 理 費 北 条 ま ち づ く り 推 進 事 業 （ Ⅱ 期 ） 4,562,000 4,562,000

総 務 費 総 務 管 理 費 新 庁 舎 整 備 推 進 事 業 10,780,000 10,780,000

商 工 費 商 工 振 興 費 大 東 市 雇 用 維 持 助 成 金 給 付 費 19,300,000 19,300,000

土 木 費 道路橋りょう費 橋 梁 長 寿 命 化 等 修 繕 事 業 57,633,000 53,529,000

土 木 費 道路橋りょう費 道 路 新 設 改 良 事 業 7,433,000 7,433,000

土 木 費 都 市 計 画 費 深 野 北 谷 川 線 新 設 事 業 125,598,000 62,265,000

土 木 費 都 市 計 画 費 野 崎 駅 ・ 四 条 畷 駅 周 辺 整 備 事 業 230,330,000 215,541,000

土 木 費 河 川 費 ポ ン プ 場 維 持 管 理 経 費 16,816,000 16,816,000

土 木 費 河 川 費 水 路 整 備 事 業 35,106,000 35,106,000

教 育 費 小 学 校 費 小 学 校 管 理 経 費 （ 教 育 政 策 ） 15,200,000 15,200,000

教 育 費 小 学 校 費 小 学 校 維 持 管 理 ・ 保 健 経 費 37,087,000 37,087,000

教 育 費 中 学 校 費 中 学 校 管 理 経 費 （ 教 育 政 策 ） 8,800,000 8,800,000

教 育 費 中 学 校 費 中 学 校 維 持 管 理 ・ 保 健 経 費 180,116,000 180,116,000

758,735,000 676,509,000合　　　　　　　　　　　　計

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額
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繰越明許費繰越計算書　

（単位：円）

既 収 入

特 定 財 源 国庫支出金 府支出金 地方債
その他

  特定財源

998,000 1,133,000 7,843,000

4,562,000

10,780,000

300,000 2,238,000 16,762,000

28,094,000 18,800,000 6,635,000

7,433,000

10,756,000 46,300,000 5,209,000

52,677,000 98,400,000 64,464,000

16,816,000

10,000,000 14,800,000 10,306,000

7,600,000 7,600,000

20,300,000 7,993,000 8,794,000

4,400,000 4,400,000

42,558,000 121,500,000 16,058,000

0 157,383,000 0 320,100,000 75,828,000 123,198,000

令和３年６月１日提出

　　　　　　大東市長　　　　東　坂  　浩　一　　　　

左の財源内訳

未収入特定財源
一般財源
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報告第７号 

 

令和２年度大東市一般会計事故繰越繰越計算書の報告について 

 

令和２年度大東市一般会計事故繰越繰越計算書について、地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号）第１５０条第３項の規定により調製したので、同項の規定により次のと

おり報告する。 

 

令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     
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令和２年度大東市一般会計

土 木 費 都 市 計 画 費
野 崎 駅 ・ 四 条 畷 駅
周 辺 整 備 事 業

329,971,250 104,770,000 225,201,250

329,971,250 104,770,000 225,201,250

項 事業名
支出負担
行 為 額

左の内訳

支出負担
行  為

予 定 額

合　　　　　　　　　　　　計

支出済額
支 出

未済額

款
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事故繰越繰越計算書

（単位：円）

国庫支出金 府支出金 地方債
そ の 他
特定財源

225,201,250 202,700,000 22,501,250

予想し得なかった避け難
い事故により、買収用地
の引渡しに遅れが生じ、
年度内の予算執行が困
難であったため。

225,201,250 202,700,000 22,501,250

令和３年６月１日提出

　　　　　　大東市長　　　　東　坂  　浩　一

翌 年 度
繰 越 額

左の財源内訳

説明
既 収 入
特定財源

未収入特定財源

一般財源
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議案第３７号 

 

大東市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

大東市固定資産評価審査委員会委員 北田 勲氏の任期が、令和３年８月１９日満了す

るにつき、同氏を再度選任いたしたく、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３

条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和３年６月１日提出  

 

大東市長  東 坂  浩 一 

 

 

 

 

 

     住  所    ・・・・・・・・・・・・・ 

   氏  名    北 田  勲 

   生年月日    ・・・・・・・・・・ 

 

 

 

 

 

   公  職  歴 

昭和４４年１１月        大東市奉職 

平成１８年 ３月        大東市退職 

平成２１年 ８月 ～ 現在   大東市固定資産評価審査委員会委員  
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議案第３８号 

 

   市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項及び第３項の規定により、次のとお

り路線を認定することについて、議会の議決を求める。 

 

   令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

認定する路線 

１ 御供田五丁目４号線   （起点）大東市御供田五丁目３８３番１１先 

              （終点）大東市御供田五丁目３３９番１５先 

 

２ 三箇六丁目１０号線   （起点）大東市三箇六丁目３３６番８先 

              （終点）門真市岸和田三丁目１２０１番１５先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定により築造された開発道路を

市道として認定するため。 
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議案第３９号 

 

大東市職員等の服務の宣誓に関する条例及び大東市固定資産評価審査委員会 

条例の一部を改正する条例について 

 

大東市職員等の服務の宣誓に関する条例及び大東市固定資産評価審査委員会条例の一部

を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 押印に係る規定等の整備に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市職員等の服務の宣誓に関する条例及び大東市固定資産評価審査委員会 

条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 （大東市職員等の服務の宣誓に関する条例の一部改正） 

第１条 大東市職員等の服務の宣誓に関する条例（昭和３１年条例第３９号）の一部を次

のように改正する。 

 

  第１条中「（以下「委員」という。）又は、職員」を「及び職員（以下「職員等」とい

う。）」に改める。 

第２条中「職員となつた」を「職員等となった」に改め、「又は任命権者の定める上

級の公務員」を削り、「宣誓書に署名」を「宣誓書を提出」に改める。 

 第４条中「職員」を「職員等」に改める。 

  別記様式中「印」を削る。 

 

 （大東市固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第２条 大東市固定資産評価審査委員会条例（昭和３１年条例第４６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

  第１条中「審査手続、記録の保存、その他」を「審査の手続、記録の保存その他」に改

める。 

  第２条第３項中「大東市固定資産評価審査委員会規程」を「委員会の規程」に改める。 

第４条第４項を削り、同条第５項中「審査申し出人」を「審査申出人」に改め、同項

を同条第４項とし、同条第６項を同条第５項とする。 

 第７条第３項中「、意見を聴いた委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印し」

を削り、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

 (3) 意見を聴いた委員及び調書を作成した書記の氏名 

 第８条第５項中「、提出者がこれに署名押印し」を削り、同条第８項中「、審理を行

った委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印し」を削り、第５号を第６号とし、
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第４号の次に次の１号を加える。 

 (5) 審理を行った委員及び調書を作成した書記の氏名 

 第９条第２項中「、調査を行った委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印し」

を削り、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

 (4) 調査を行った委員及び調書を作成した書記の氏名 

 第１０条第２項中「、議事に関与した委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印

し」を削り、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

 (4) 議事に関与した委員及び調書を作成した書記の氏名 

 第１４条中「、その他」を「その他」に、「大東市固定資産評価審査委員会規程」を

「委員会の規程」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４０号 

 

大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例について 

 

 大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例を次のとおり制定する。 

 

   令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和３年厚

生労働省令第５５号）の一部が令和３年７月１日から施行され、家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）が改正されること等に伴い、

所要の改正を行うため。 
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大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第

２４号）の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「第５章 事業所内保育事業（第４３条―第４９条）」を 

「第５章 事業所内保育事業（第４３条―第４９条） 

 第６章 雑則（第５０条）           」 
に改める。 

 第７条第１項中「第３号」を「以下この条」に改め、同項第３号中「この号」の次に「及

び第４項第１号」を加える。 

 本則に次の１章を加える。 

第６章 雑則 

 （電磁的記録） 

第５０条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するものの

うち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本

その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定さ

れるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

 

   附 則 

 この条例は、令和３年７月１日から施行する。ただし、第７条第１項の改正規定は、公

布の日から施行する。 
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議案第４１号 

 

大東市施設等利用費の支給に係る認可外保育施設の人員、設備及び運営に関 

する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

 

大東市施設等利用費の支給に係る認可外保育施設の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 子ども・子育て支援法施行規則の一部を改正する内閣府令（令和３年内閣府令第１２号）

が施行されたことに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市施設等利用費の支給に係る認可外保育施設の人員、設備及び運営に関 

する基準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第     号   

 

大東市施設等利用費の支給に係る認可外保育施設の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（令和元年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第２項中「並びに夜間及び午睡の時間帯」を削る。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４２号 

 

大東市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）が改正されたことに

伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市国民健康保険条例（平成３年条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 

附則第２条第１項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）

附則第１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症（次条において「新型コロナウイル

ス感染症」という。）」を「新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス

属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に

伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。次条

において同じ。）」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４３号 

 

大東市基金条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市基金条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 大東市国民健康保険財政調整基金を設置することに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市基金条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市基金条例（平成２９年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第１項の表に次のように加える。 

大東市国民健康保険財政調

整基金 

国民健康保険事業における財政の健全な運営に資する

ため資金を積み立てること。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４４号 

 

大東市道に係る移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市道に係る移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和３年６月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める省令及び高齢者、障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則の一部を改正する省令（令和３年国土交

通省令第１２号）が施行されたことに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市道に係る移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市道に係る移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例（平

成２４年条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「歩道等」を「歩道等及び自転車歩行者専用道路等の構造」に、「立体横断施設」

を「立体横断施設の構造」に、「乗合自動車停留所」を「乗合自動車停留所の構造」に、

「自動車駐車場」を「自動車駐車場の構造」に改める。 

 第２条中「移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める省令」を「移

動等円滑化のために必要な道路の構造及び旅客特定車両停留施設を使用した役務の提供の

方法に関する基準を定める省令」に改める。 

 「第２章 歩道等」を「第２章 歩道等及び自転車歩行者専用道路等の構造」に改める。 

 第３条中「設ける道路」の次に「、自転車歩行者専用道路及び歩行者専用道路」を加え

る。 

 第４条第３項中「又は」を「若しくは」に、「の有効幅員は、当該歩道等」を「又は自転

車歩行者専用道路若しくは歩行者専用道路（以下「自転車歩行者専用道路等」という。）

の有効幅員は、当該歩道等又は自転車歩行者専用道路等」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第２項の次に次の２項を加える。 

３ 自転車歩行者専用道路の有効幅員は、道路構造条例第４２条第１項に規定する幅員の

値以上とするものとする。 

４ 歩行者専用道路の有効幅員は、道路構造条例第４３条第１項に規定する幅員の値以上

とするものとする。 

 第５条第１項及び第２項並びに第６条第１項中「歩道等」の次に「又は自転車歩行者専

用道路等」を加える。 

 第６条第２項中「の横断勾配」を「又は自転車歩行者専用道路等の横断勾配」に改める。 

 第９条第２項中「車いす」を「車椅子」に、「車いす使用者」を「車椅子使用者」に改め
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る。 

 「第３章 立体横断施設」を「第３章 立体横断施設の構造」に改める。 

 第１２条第１号中「かご」を「籠」に改め、同条第２号中「かご」を「籠」に、「車いす

使用者」を「車椅子使用者」に、「装置」を「設備」に改め、同条第３号中「かご」を「籠」

に改め、同条第４号中「かご」を「籠」に、「車いす使用者」を「車椅子使用者」に改め、

同条第５号中「かご及び」を「籠及び」に、「はめ込まれていることにより、かご外からか

ご内が」を「はめ込まれていること又は籠外及び籠内に画像を表示する設備が設置されて

いることにより、籠外にいる者と籠内にいる者が互いに」に改め、同条第６号及び第７号

中「かご」を「籠」に改め、同条第８号及び第９号中「かご」を「籠」に、「装置」を「設

備」に改め、同条第１０号中「かご」を「籠」に、「車いす使用者」を「車椅子使用者」に

改め、同条第１１号中「かご」を「籠」に改め、同条第１３号中「かご」を「籠」に、「装

置」を「設備」に改める。 

 第１３条中「以下同じ」を「以下この条において同じ」に改める。 

 「第４章 乗合自動車停留所」を「第４章 乗合自動車停留所の構造」に改める。 

 「第５章 自動車駐車場」を「第５章 自動車駐車場の構造」に改める。 

 第２１条第２号及び第３号、第２２条第２号、第２８条第１項第３号及び第６号並びに

同条第２項第１号中「車いす使用者」を「車椅子使用者」に改める。 

 第３１条第１項中「歩道等」の次に「、自転車歩行者専用道路等」を加え、「の乗降場」

を削る。 

 第３２条中「歩道等」の次に「又は自転車歩行者専用道路等」を加える。 

 第３３条第１項中「歩道等」の次に「、自転車歩行者専用道路等」を加える。 

  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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